
1 013 社会に対して経営トップ自ら-事実関係一対応方針1再発防止策等
について明確な説明を迅速に行うo

+i基本的心構え.姿努3j

本憲章に反するような事態が発生した場合ー経営トップは,社会に対する説
明責任を果たすことが信頼回復の第-歩であると認識し,社会的責任の-環と
して,可能な限り早い段階でホ-ムペ-ジや報道機関等を通じて関達情報を公
開するよう努めるo

4iE具体的アクシヨン.プランの例13E9

くり対策立案を待たず,事実関係が明らかになった時点で迅速に情報公開す
るo

Oメッセ-ジは弁解ではなく率直な事実の説明に努める.

e初期の段階であれば,状況の変化に応じて事実の追加l訂正に努める.

el記者会見は極力経営トツプ自らが行い,誠実な態度で率直に語りl責任
と誠意ある企業姿勢を示す.

61嘘の発言は絶対に行わないo コメントできない場合は,その理由とコメ

ントできる時期を可能な限り明確にするo
Gl報道機関に対してのみでなく,社内外のステ-クホルダ-ズに対する報
告も行う.

く2 1報道機関等に対する対応窓口を-本化し浸乱を避けるo

E条文全体の関連資料コ
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r企業不祥事への取り組み強化についてJ 20D2年 日本経団連

U,企業.団体の危機管理と広報j1 2000年 経済広報センタ-

F危機管理入門ハンドブックiL 1996年 日本在外企業協会編集

F危機管理と広報jlく企業広報講座V1 1993年 経済広報センタ-監修
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